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平成２３年４月１８日 

日本原子力研究開発機構 

 

東日本大震災発生に伴う対応状況について 

(3/11～4/17 の概要) 

 

日本原子力研究開発機構（原子力機構）では、東北地方太平洋沖地震（震災名：東日本

大震災）発生直後から、理事長を本部長とする「機構対策本部」を設置し、機構施設・設

備への影響の把握と復旧に向けた対応、指定公共機関としての支援活動等を機構の総力を

挙げて行っています。 

 

 福島第一・第二原子力発電所事故への対応状況  

○福島第一・第二原子力発電所の緊急事態に関し、原子力緊急時支援・研修センターを中

心に各拠点と連携を取りながら機構の総力を挙げて、環境放射線モニタリング、環境放

射能分析、住民問合せ窓口等の運営等の支援活動を行っている。 

○原子力安全委員会や文部科学省に対して、機構の専門家が科学的知見や技術の提供等に

協力している。 

 

 各拠点の状況  

○東日本大震災発生以降、各拠点において順次施設の点検を実施。 

○茨城県の拠点においては、一部の設備・機器等に損傷があり、その被害の修復又は復旧

計画の立案等を進めている。また、地震発生後、電気、水道等が途絶したが、現状では

拠点までのライフラインは復旧され、拠点内で点検を行いながら、上水配管等の漏えい

箇所の復旧、各施設・設備の復電等を進めている。 

 

 

 福島第一・第二原子力発電所事故への対応状況  

 

福島第一・第二原子力発電所事故に関し、原子力緊急時支援・研修センター(以下、支援

センター)を中心として、各拠点と連携を取りながら機構の総力を挙げて以下の対応を行っ

ている。 

 

≪環境放射線モニタリング≫ 

○福島第一原子力発電所の半径２０km 以遠の地域を対象にモニタリング車による環境放射

線測定を行うとともに、身体汚染のスクリーニングサーベイ等を実施中。 

○福島県立医大に身体洗浄車及び体表面測定車を配備し、身体汚染測定、除染対応を実施

中。 
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○作業員の内部線量の評価を行うため、移動式全身カウンタ測定車を配備し、体内放射能

測定を実施中。 

○文部科学省からの要請により、４月１４日に福島県内の小中学校等の５２地点において、

環境放射線測定を実施し、４月１５日に同省に報告。 

 

≪環境放射能分析≫ 

○茨城県の拠点を中心に継続的に環境放射線測定を行うとともに、大気中ダストを定期的

に採取し、放射能測定を実施中。 

○海洋研究開発機構が採取した福島県地先海域の海水試料及び海域のダスト試料を定期的

に受領し、放射能測定を実施中。 

○文科省及び保安院を介した東京電力からの依頼により、福島第一原子力発電所敷地内の

土壌試料中の放射能測定を実施中。 

 

≪住民問合せ窓口等の運営≫ 

○支援センターに健康相談ホットラインを開設し、毎日約４００件程度の問合せに継続し

て対応中。３月末には関係機関の協力を得て対応体制を充実し、継続して対応中。 

○福島県自治会館及び茨城県庁に開設された住民相談窓口において、住民からの問合せに

対する対応を実施中。 

 

≪科学的知見や技術の提供≫ 

○原子力安全委員会等に機構の専門家を派遣し、拡散評価解析や放射線管理の分野で技術

的検討に協力中。機構内の各部門においては、科学的知見を集約し、派遣した専門家に

判断材料を提供中。 

○文部科学省非常災害対策センター(ＥＯＣ)における環境放射線・放射能データのとりま

とめ等に関し、２４時間対応体制を整備し、協力活動を実施中。 

○文部科学省ＥＯＣにおける国際対応活動に対する協力活動を実施中。 

○経済産業省における広報活動に対する協力活動を実施中。 

○茨城県における環境モニタリング計画の立案のため、茨城県に専門家を派遣し、環境試

料のサンプリング計画を検討。 

○東京電力からの依頼により、福島第一原子力発電所のタービン建屋に滞留している水の

分析作業を実施予定。 

 

≪資機材等の提供≫ 

○機構の有するモニタリング車はもとより、移動式全身カウンタ測定車、移動式体表面測

定車及び身体洗浄車を福島県に派遣し、放射線測定等を実施中。また、サーベイメータ

や個人被ばく測定器を自治体や東京電力に提供し、放射線測定の強化に貢献。 
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≪福島第一・第二原子力発電所事故への対応状況まとめ≫ 

１．原子力機構における対応状況（４月１７日現在） 

対応内容 対応場所又は組織 4 月 17 日 
3 月 11 日からの 

延べ人数（人・日）

環境放射線モニタリング 

 

緊急時モニタリング 半径約２０km 圏外 １３ ５８２ 

環境放射線測定 福島県内小中学校等 － ２９ 

身体サーベイ等 
福島県立医大 １８ ４５３ 

日立保健所 － ２８ 

環境放射能分析 

 

環境モニタリング 支援センター ２ ９５ 

身体放射能測定 
支援センター － １２ 

福島県内 ４ ７２ 

住民問合せ窓口等の運営 

 

住民問合せ窓口対応 

支援センター １９ ６６２ 

福島県庁 ６ １４４ 

茨城県庁 － １２ 

避難民等への説明対応 つくば市洞峰公園 － ３ 

科学的知見や技術の提供 

 

モニタリング計画立案支援 茨城県庁 － ５ 

拡散評価解析対応 
原子力基礎工学部門 － １２１ 

支援センター － ３５ 

原子力安全委員会等への協

力 

内閣官房・内閣府

関係機関など 
５ ２４２ 

環境放射線・放射能データ

とりまとめ等 
文部科学省 ２９ ６６７ 

国際協力、その他支援業務 文部科学省 １ ２０ 

広報協力、その他支援業務 経済産業省 １ １１ 

その他 

 
指揮・連絡・調整 支援センター ２５ １５２５ 

機材輸送等支援等 福島県内 １３ ３５１ 

合 計 １３６ ５０６９ 

 

２．資機材提供の状況（４月１７日現在） 

種別 機材名 台数 

特殊車両 

移動式全身カウンタ測定車 １台 

移動式体表面測定車 １台 

身体洗浄車 １台 

モニタリング車 ３台 

サーベイメータ等 
サーベイメータ（内 中性子 4台） １９２台 

個人被ばく測定器 １８台 
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 各拠点の状況   

 

≪原子力科学研究所・J-PARC≫ 

○３/１１以降、順次施設の点検を実施。一部の設備・機器等に損傷はあるものの、環境へ

の影響、火災、重篤な怪我等はなかった。 

○J-PARC については、建物と周辺に大きな分離が発生。停電のため現時点で施設内の加速

器本体の状況が確認できないが、今後の調査によっては復旧までに長期間を要する可能

性がある。 

○３/１３、１５時頃から商用電源の給電が再開され、３/１６までに特高変電所から各建

屋・施設まで受電完了。３/１７にほぼすべての施設で照明等の電源が復帰。火報等につ

いては約８０%の施設で復帰。 

○３/１５、県の工業用水を受水し、各建屋入口まで通水。配管状況等の点検を順次実施。 

○事務第１棟が損傷していることから、建屋の使用を停止。事務第１棟前に仮設の現地対

策本部を設置した。 

○３/２３、上水の受水を開始。その後、各施設への上水の通水点検を継続中。 

 

≪核燃料サイクル工学研究所≫ 

○３/１１以降、順次施設の点検を実施。一部の設備・機器等に損傷はあるものの、環境へ

の影響、火災、重篤な怪我等はなかった。 

○３/１３、１５時半頃から商用電源の給電が再開され、３/１４にかけて非常用発電機か

らの電源供給を商用電源に切替済。その他の系統については建物応急危険度判定を実施

しつつ、順次、復旧の予定。 

○３/１５、県の工業用水を受水し、再処理施設については同日中に通水。他施設について

は配管状況等の点検を順次実施。 

○３/１９、茨城県における環境サンプリングの計画（モニタリング計画）検討のため、専

門家 1名を茨城県に派遣。 

○３/２２、上水の受水を開始。その後、各施設への上水の通水点検を継続中。 

 

≪大洗研究開発センター≫ 

○３/１１以降、順次施設の点検を実施。一部の設備・機器等に損傷はあるものの、環境へ

の影響、火災、重篤な怪我等はなかった。 

○３/１３、２０時半から同センター北地区の変電所について商用電源の給電が再開され、

３/１４に復旧。 

○北地区は上水、工業用水を受水し、通常の供給状態。 

○飲料水の提供に関し、３/１８から３/２１の間、大洗町に協力。 

○４/８ 大洗町からの要請により近海の海水の測定を実施し、結果を報告。 
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○同センター南地区の変電所については、３/１８までに変電設備建屋の補強工事をほぼ終

了。３/１９、商用電源の給電が再開。常陽については商用電源の受電を再開し、非常用

発電機を停止。３/２２、南地区について全施設復旧。 

 

≪那珂核融合研究所≫ 

○３/１１は一部の設備・機器等に損傷はあるものの、環境への影響、火災、重篤な怪我等

はなかった。１７時半に電源の負荷を引き抜き、施設・設備の使用を停止。 

○３/１２の１９時半頃、非常用発電機によりモニタリングポストを復電。 

○３/１３、施設・設備の点検を行い、設備・機器等の損傷状態を確認。 

○３/１６、１８時半頃から商用電源の給電が再開され、受電については設備点検の後、順

次復旧中。 

○３/２８、上水が受水可能となったが、汚濁水のため構内への供給に向けて作業中。 

○４/７、屋外消火栓配管の漏水箇所を修理し、全ての消火栓の復旧完了。 

 

≪青森研究開発センター≫ 

○３/１１以降、順次施設の点検を実施。点検の結果異常なし。 

○大湊施設は３/１２、関根浜施設は３/１３に商用電源の給電を再開。六ヶ所村施設につ

いても３/１３に商用電源の給電を再開。すべての施設で商用電源から供給されている。 

 

≪本部≫ 

○本部建屋は、空調機と一部の設備等に損傷があるものの、ほぼ建屋内は復旧。 

○３/２３、本部建屋の水道復旧。 

○緊急時活動については、原子力緊急時支援・研修センターにおいて実施している。 

 

≪その他拠点≫ 

○幌延深地層研究センター、高崎量子応用研究所、東濃地科学センター、敦賀本部、もん

じゅ、ふげん、関西光科学研究所、人形峠環境技術センターの各拠点ともに異常なし。 

○ふげん・もんじゅは、ともに取水口の異常はない。 

以上 


